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必要とされる全員参加 
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国立社会保障・人口問題研究所 中位推計 
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必要とされる全員参加 
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懸念される財政危機 
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65歳以上人口が15－64歳人口に占める比率 
2000：25% → 2050: 74% 
 
Imrohoroglu, Kitao and Yamada (2015) 
社会保障費の増大で政府債務のGDP比率は 
2050年には375%に拡大。 
 
日本政府の税収 40-50兆円 
財政支出 90兆円 （債務返済 20兆円 社会保障費 30兆円） 
 
提案されている解決策 
－消費税の増税 
－年金支給開始年齢の引き上げ 
－女性就業率・正社員比率の男性並み引き上げ 



女性の活躍の推進 
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OECD諸国の女性（25～54歳）の就業率 

内閣府『男女共同参画白書』平成23年版 



進まない女性の活躍 
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女性の年齢階級別労働力率（国際比較） 

内閣府『男女共同参画白書』平成23年版 



まだ低い女性の相対賃金 

7 
厚生労働省「賃金構造基本調査」 所定内給与／所定内労働時間の女性／男性比率 



女性において高い非正社員比率 

8 厚生労働省派遣・有期労働対策部企画課資料 「非正規雇用の現状」 平成24年9月 



日本の高齢者の就業率はすでに高い 
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日本の高齢者の就業率はすでに高い 

10 OECD StatExtract 
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問題は高い非正社員比率 
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なぜ高齢労働者の非正社員比率は高いのか？ 

• 体力の低下や健康状態の悪化に伴う段階的引退 
• 定年退職制度の存在 
＝定年前労働者の賃金 ＞ 生産性 

• やる気を引き出すための雇用管理制度 
1000人以上企業  99.7％が定年制あり 
30-99人企業   90.2％が定年制あり 
金融保険業   99.2％が定年制あり 
宿泊業、飲食サービス業 87.5％が定年制あり 
2015年 厚生労働省『就労条件総合調査』 
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平坦化する賃金カーブ 
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さらなる平坦化と定年年齢の延長が今後の課題に 
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進行する労働市場の二重化 
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総務省『労働力調査』 



労働市場の二重化は何が問題か？ 

• 非正社員から正社員への転換は容易では
ない → 中高年フリータ―問題 

• 将来の雇用不安を抱えることになる。正
社員→非正社員となると、同じ所得で
あっても消費水準は大きく低下する 
(阿部, 2013) 

• 職場での訓練参加が限られ賃金上昇も限
定的である 

• 税・社会保障の担い手として能力不安 
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そもそも正社員と非正社員とは何か？ 
• 日本型雇用慣行 
― 長期雇用による人材育成 
― 職能給制度による昇進・昇給管理 
ー 企業別労働組合、労使協調、利潤のシェア 

• 戦前期に萌芽がみられ高度成長期に強固なものとなった仕組
み 

• 裏には男女性別役割分業に基づいて男性正社員の長時間労働
や全国転勤を支える仕組みがあった 

• しかし、勤続年数の短期化 (Kawaguchi and Ueno, 
2013)、賃金カーブの平坦化、組合組織率の低下などが示す
ようにその重要性は近年低下しつつある 

• 非正社員の増加は、労働者の性別・年齢構成の変化、産業構
成の変化では全体の1/3程度しか説明できない。根本的な構
造変化を反映したもの(Asano, Ito and Kawaguchi, 2013) 
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実質一人当たりGDP（円） 
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古き良き時代への回帰は可能か？ 

• そもそもなぜ正社員は増えないのか？ 
ー 低成長下で長期的な雇用保障をすることが難しく
なった。正社員雇用は固定費として機能 

• 固定費を回収するために長時間労働が常態化し、需要変
動を全国レベルで吸収するために全国転勤が常態化する 

• 短期的な需要変動は非正社員の雇用で吸収 
• 今後、女性の就業促進が不可避であることを考えれば、
今までの正社員モデルを拡大していくことは不可能 
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これからどうするのか？ 
• 女性や高齢者の活躍推進は日本社会にとっても各企業に
とっても不可避な要請。イデオロギーの問題ではない 

• 税に関して配偶者控除、社会保険に関して第三号被保険
者制度は女性の労働供給を抑制する上に、財政を直接悪
化させる → 様々な家族観を認めることは重要だが、
自己負担で 

• 子育てと女性就業を両立できるような保育所の整備など
が重要。ただし、都市部などの超過需要地域への重点的
な資源投入が必要。 
Asai, Kambayashi and Yamaguchi (2015)は保育所整
備が子持ち女性の就業促進効果を平均的には持たなかっ
たことを論証 
Fukai (2016)は潜在的に女性の労働力参加率が高い地域
で保育所整備が出生率向上に貢献したことを論証 
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全員参加の観点からみた 
労働市場制度の改革提案の評価 

• 大切なのは正社員雇用の固定費を減少させる
制度改革 
ー 不当解雇の金銭解決 （解雇手続きの透明化） 
― 限定正社員制度の導入 （解雇手続きの透明化
に貢献？） 

• ホワイトカラーエグゼンプションの広範囲の
導入は、労働時間をほぼ間違いなく増加させ
る。残業割増の増加は労働時間を減少させる 

• 派遣法改正などの非正社員労働に関する規制
緩和は、労働市場の二重化を深める 
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